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７．少子化対策 

 

（１） 少子化の現状 

我が国の出生数は、昭和 50 年以降は毎年減少し続け、平成４年以降は増加と減少を繰り返しながら、

ゆるやかな減少傾向が続いており、平成 23 年から減少していたが、5 年ぶりに増加している。平成 27

年の出生数は約100万人（対前年約2千人増加）、合計特殊出生率※１は1.46（対前年0.04ポイント上昇）

と、人口置換水準※２を大きく下回っている。 

本県においても、全国に先駆けて平成２年から人口自然減の状態が続く中、出生数、合計特殊出生率と

もに減少傾向であったが、合計特殊出生率においては、平成22年からゆるやかに増加している。 

平成 27年の出生数は 5,052人（対前年 37人増加）、合計特殊出生率は 1.50（対前年 0.05ポイント増

加）と、増加するものの、低い水準に留まっており、少子化に歯止めがかかっていない。 

 

 

（２） 少子化対策の取り組み 

ア 主な経緯 

（国の経緯） 

我が国では、昭和49年以降合計特殊出生率が低下し、平成２年のいわゆる「1.57ショック」※３ 

をきっかけに、総合的な少子化対策の検討を始め、エンゼルプラン、新エンゼルプランに基づき平

成７年度からの10年間にわたって具体的実施計画を定め、取り組んできた。 

※１ 「合計特殊出生率」とは、その年次の15～49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、一人の女子が、仮にそ

の年次の年齢別出生率で一生の間に子どもを生むと仮定したときの子どもの数に相当する。 

※２ 「人口置換水準」とは、長期的に人口が安定的に維持される合計特殊出生率の水準を言い、この水準を下回ると人口が

減少することになる。日本では標準的な水準は2.07～2.08であるが、男女の出生比率等の違いによって変動する。 

※３ 平成２年の「1.57ショック」とは、前年（平成元年）の合計特殊出生率が1.57と、「ひのえうま」という特殊要因によ

り過去最低であった昭和41年の合計特殊出生率1.58を下回ったことが判明したときの衝撃を指している。 
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出生数と合計特殊出生率の推移 (高知県) 

出生数(高知県) 

合計特殊出生率(高知県) 

合計特殊出生率(全国) 

資料：厚生労働

人 

 昭和49年  12,403人  2.03  

出生数 

 
合計特殊出生率 

資料：厚生労働省「人口動態調査」 

 

平成27年  5,052人 1.50 
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また、平成15年７月、地方自治体及び企業における10年間の集中的・計画的な取組を促進する

ため「次世代育成支援対策推進法」と、議員立法による「少子化社会対策基本法」を制定した。 

一方、平成 17 年には、我が国の総人口が減少に転じたことなどから、社会全体の意識改革と、

少子化対策の抜本的な拡充、強化、転換を図るため、平成 18 年６月に「新しい少子化対策につい

て」を決定した。また、平成 19 年 12 月には、「仕事と生活の調和の実現」と「包括的な次世代育

成支援の枠組みの構築」を取組の「車の両輪」として位置付けた「子どもと家族を応援する日本」

重点戦略を決定するとともに、平成22年１月には、「家族や親が子育てを担う」から「社会全体で

子育てを支える」へ基本理念を転換した「子ども・子育てビジョン」を策定した。 

さらに、平成 24 年６月には、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に

推進するため、「子ども・子育て関連法案」が衆議院で可決され、平成27年４月から子ども・子育

て支援新制度が本格的にスタートしている。 

  （高知県の経緯） 

本県でも、国の動きに合わせて、平成 10 年３月に高知県エンゼルプランを策定し、子どもを生

み育てやすい環境づくりを推進するとともに、平成 17 年３月に「高知県次世代育成支援行動計画

（こうちこどもプラン）」を策定し、次代を担う高知のこどもが健やかに育つための環境づくりを目

指して取組を進めてきた。 

平成 19 年４月には、本県における少子化対策を総合的かつ効果的に推進するため、高知県少子

化対策推進本部を設置するとともに、平成22年３月に高知県次世代育成支援行動計画（後期）「こ

うちこどもプラン」を策定し、次代を担う高知のこどもを生み育てやすい環境づくりを目指して取

組を進めてきた。 

平成27年３月には、高知県次世代育成支援行動計画（改定版）「高知家の少子化対策総合プラン

（前期計画）」を策定し、「誰もが希望の時期に次代を担う高知の子どもを生み育てやすい環境づく

り」を目指して取り組んでいくとともに、同じく平成 27 年３月に策定した高知県子ども・子育て

支援事業支援計画について、市町村などの関係機関と連携を図りながら、就学前の教育・保育の量

的拡充や質の向上、地域における子育て支援策の充実などを目指し、計画的に取り組みを進めてい

る。 

 

  イ 高知県次世代育成支援行動計画（改定版）「高知家の少子化対策総合プラン（前期計画）」 

    平成27年度から平成31年度までの５年間を計画期間とする高知県次世代育成支援行動計画（改

定版）「高知家の少子化対策総合プラン（前期計画）」の着実な推進により「誰もが希望の時期に次

代を担う高知の子どもを生み育てやすい環境づくり」 

    Ⅰ 誰もが希望する時期に安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会 

    Ⅱ すべての子どもの生きる力を育むことができる社会 

    Ⅲ 地域社会が一体となり世代を超えて子育てを支え合う社会 

   を目指して取り組んでいる。 
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  ウ 少子化対策県民運動推進事業 

    少子化の進行は、地域社会の活力の低下や経済面への影響など、本県の将来に大きく関わる問題   

であり、行政だけでなく、企業や地域団体などのあらゆる分野での取り組みや連携を通して、県民

一人ひとりが自らの問題として捉え、それぞれの立場でできる取組を行うことが求められている。 

そのため、結婚や出産、子育てに夢の持てる社会の実現を目指し、県民運動へとひろげていくよ

う、平成 20年２月 14日、県内の各分野の団体からなる高知県少子化対策推進県民会議（高知であ

い・子育て応援会議）を設立した。各構成団体では、「であい子育て応援宣言」を宣言し、様々な取

組を進めるとともに、県と協働して、子どもを持つことのすばらしさや家族の大切さ・すばらしさ、

地域社会の絆などを感じる機会の提供や、社会全体で結婚や子育てを応援する気運を醸成するため

に次の取組を行っている。 

（ア）子育て応援フォーラムの開催（県民会議と共催）（平成20～25年度） 

（イ）子育て応援キャンペーン実施（県民会議と共催）（平成23～25年度） 

（ウ）少子対策県民運動推進フェアの開催（県民会議と共催）（平成 26年度～） 

   ※上記（ア）・（イ）を一体化した 

（エ）子育て応援の店 （平成19年10月１日～）  平成26年度末登録事業所数 583店舗 

（オ）高知家の出会い・結婚・子育て応援団（平成 28年３月24日～） 

 平成 27年度末登録数110団体  ※高知出会いと結婚応援団から移行 

 

  エ 地域の子育て支援の推進 

    地域社会全体で出産・子育てを応援する環境づくりを進めるため、次の取組を行っている。 

（ア）地域子育て支援拠点等運営事業費補助金（平成27年度～） 

   子ども・子育て支援法に規定する地域子ども・子育て支援事業に｢対して助成を行う 

（イ）安心子育て応援事業費補助金（平成27年度～） 

   地域子育て支援拠点の環境改善を図る事業に対して助成を行う 

（ウ）地域子育て支援拠点環境改善事業費補助金（平成27年度～） 

   地域で子育て家庭が気軽に集い交流できる場づくりや、働きながら子育てしやすい環境づく

りを進めるため、市町村や団体・企業、子育てサークル等が行う子育て支援の取組への助成を

行う。 

（エ）出産・子育て応援サイト「こうちプレマnet」の運営（平成16年度～） 

      妊婦向けメールマガジンの発行やプレママ相談（メールや電話による相談に助産師が回答）

のほか、イベントカレンダーなど、安心して出産・子育てができる情報を提供する。 

      平成 27 年 9 月にはコンテンツの見直しを実施し、プレマメール（メールマガジン）配信対

象を妊娠期から子育て期（3 歳まで）まで拡充するとともに、市町村と連携して情報発信がで

きる仕組みを構築。 

   （オ）子育て応援情報紙「大きくなあれ」の発行（平成21年度～） 

      就学前の乳幼児のいる家庭に役立つ情報を提供する。（年４回、各４万部発行。） 

   （カ）子育てサークル等のネットワークづくり（平成23年度～） 
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      高知県内の子育てサークル等の登録などネットワークづくりを通じて、就学前の子どもを持

つ子育て家庭が気軽に集い、相談できる場づくりの充実を進める。（平成28年３月現在の登録

数：46団体。） 

（キ）子育て支援アドバイザーの派遣（平成19年度～） 

      地域子育て支援センターや保育所等に胎児期からの子育て相談や講話など親支援を行う専門

職（助産師）を派遣する。（平成28年度は48回派遣予定。） 

   （ク）子育て講座の実施（平成21年度～） 

      地域における家庭教育や子育てを広く支援するため、子育て中の保護者等を対象とした子育

て講座を子育て支援団体等に委託して実施する。 

（ケ）「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」に助産師と保健師を配置（平成 27年度～） 

妊娠初期からの不安や子育ての悩みなどに対する相談体制を強化。 

電話・FAX・メール・対面での相談だけでなく、地域子育て支援センターや子育てサークル

の活動場所に出向いた出張相談を実施する。 

 

  オ 出会いのきっかけの応援事業 

少子化の要因の一つである未婚化・晩婚化対策として、官民協働で独身男女の出会いのきっかけ

づくりを行っている。 

 

（ア）県主催の出会いのきっかけ交流会の開催（平成21年度～） 

県主催のイベントを実施し、より広域から独身者が参加しやすい場を提供する。 

年度 
実施 

回数 応募者数(人） 募集人数（人） 参加者（人） カップル数（組） 
カップル成立率 

（※3） 

21 2 
 998（5倍）（※1） 

男 378 女 619 
200 198 30 30.3% 

22 3 
1,303（3.6倍） 

男 365 女 938 
360 353 35 19.8% 

23 8 
2,418（3倍） 

男 794 女 1,624 
808 768 90 23.4% 

24 11 
1,943（2.3倍）(※2） 

男 644 女 1,299 
 830（※2） 787 90 22.9% 

25 12 
1,996（2.5倍） 

男 647 女 1,349 
810 741 135 36.4% 

26 11 
2,054（2.2倍） 

男 822  女 1,232 
948 863 151 35.0% 

27 13 
1,435（1.4倍） 

男 580 女 855 
1,060 722 95 26.3% 

計 60 
12,147（2.4倍） 

男 4,230 女 7,916 
5,016 4,432 626 28.2% 

（※1）H21年度 応募者数：性別不明1名 

（※2）H24年度 プチパーティ（抽選に漏れた人のみを対象としたイベント）2回分を除く9回分の応募1,685人、2.2倍(男596、女1,089) 

（※3）カップル成立率は各年度のイベント参加者数とカップル数の合計から算定（各年度の平均ではない） 
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（イ）出会いのきっかけ応援事業費補助金 （平成19年度～） 

市町村や非営利団体、複数の企業間が行う出会いのイベントへの助成を行う。 

年度 応募団体数 実施団体数 イベント数 参加者（人） カップル数（組） カップル成立率 

19 
9 

地域 9 

7 

地域 7 
10 164 12 14.6% 

20 
15 

地域 15 

11 

地域 11 
11 316 26 16.5% 

21 
21 

地域 18企業 3 

11 

地域 9企業 2 
11 305 19 12.5% 

22 
13 

地域 12企業 1 

8 

地域 7企業 1 
8 270 24 17.8% 

23 
16 

地域 16 

11 

地域 11 
11 309 28 18.1% 

24 
18 

地域 18 

10 

地域 10 
15 447 35 15.7% 

25 
14 

地域 14 

14 

地域 14 
16 461 52 22.6% 

26 
17 

地域 17 

15 

地域 15 
17 517 68 26.3% 

27 
17 

地域 16企業 1 

16 

地域 15企業 1 
17 731 104 28.5% 

計 
140 

地域135企業5 

103 

地域 99企業 4 
116 3,520 368 20.9% 

                          ※カップル成立率：マッチングをしないイベントあり                         

（各年度のイベント参加者数とカップル数の合計から算定。   

各年度の平均ではない。） 

 

（ウ）高知出会いと結婚応援団（平成 26年６月～） 

結婚を目的とした独身者に対して、様々な形で応援する企業や団体（イベントの実施や自団体 

の独身者の応援など）  

年度 登録団体 
うちイベントを 

実施した団体数 
イベント数 参加者（人） カップル数（組） カップル成立率 

26 75団体 11団体 27 478 52 21.8% 

27 110団体 20団体 98 2,303 258 22.4% 

計 （年度末時点） 31団体 125 2,781 310 22.3% 

            ※うちイベントを実施した団体については、（イ）の出会いのきっかけ応援事業費補助金活用団体を除く。 

（エ）マッチング（会員登録開始：平成 28年1月12日、閲覧開始：平成28年4月1日） 

   会員制の1対1のお引合せを行うシステム  

年度 会員登録者数（人） 男性（人） 女性(人) 

27 335 211 124 

 

（オ）婚活サポーター事業（平成 22年11月～） 

各地域で結婚を望む独身者をボランティアで応援する「婚活サポーター」を養成し、独身者の

出会いや結婚を応援する。 
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   ＜サポーター数等＞ 

年度 
養成講座 

実施回数 

養成講座 

受講者数（人） 
サポーター数 

サポーターが 

いる市町村数 

22 3回 252 

63人 

男性 19人 

女性 44人 

17市町村 

（34市町村中） 

23 3回 68 

24 3回 83 

25 3回 56 

26 1回 29 

27 1回 7 

＜サポーター活動実績＞ 

年度 相談者数 うち情報登録者 相談件数 引き合わせ件数 交際件数 

22（11～3月） 98 98 201 36 7 

23 294 227 797 372 86 

24 358 290 976 418 109 

25 592 365 1,150  463 146 

26 594 448 1,188 744 216 

27 566 452 1,713 719 203 

計 （年度末時点） 6,025 2,752 767 

 

（カ）「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」の開設（平成 26年７月～） 

   出会いや子育てに関する幅広い相談を受け、ワンストップで情報提供を行う窓口 

年度 相談件数 
内訳 

出会い・結婚 妊娠・出産・子育て 就労 その他 

26（7～3月） 349件 324 16 5 4 

27（4～3月） 699件 479 218 0 2 

計 1,048件 803 234 5 6 

                       ※27年度～（妊娠・出産・子育て）出張相談開始 

 

（キ）「高知で恋しよ！！応援サイト」の開設及び運営（平成 26年７月～） 

 県や応援団が主催するイベント情報などを検索できるほか、メールマガジンに登録するとイベ 

ント情報が更新されるごとにメールが配信される。 

また、ユーザ登録することで簡単にイベントへの参加申し込みができる。 

   ＜アクセス数＞ 

年度 期間 アクセス数 備考 

26 26.8.1～27.3.31 78,531 7月 7日開設 

27 27.4.1～28.3.31 131,845  

計  210,376  
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 ＜登録者数＞ 

年度 種別 登録者数 
内訳 

男性 女性 

26 
メルマガ 2,175 904 1,271 

ユーザ 2,167 885 1,282 

27 
メルマガ 3,330 1,437 1,893 

ユーザ 3,821 1,579 2,242 

                                                            ※年度末時点 

 

カ 平成28年度の少子化対策関連予算 

    平成28年度当初予算では、少子化対策関連事業として、10,468,074千円を計上し、「結婚」、「妊

娠～出産期」、「子育て期」といったライフステージに応じた総合的な少子化対策を推進している。 

 

 


